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類型 Ⅱ－1 地方公共
団体コ－ド 082121 面積 372.01 ｋ㎡

＜行政組織＞ ＜概要＞

①長等（平成２３年５月１日現在） ①沿革

長
おおくぼ　たいち 任 期 平成25年5月21日

昭和29年7月15日　 編入
機初村　西小沢村　幸久村
佐竹村　誉田村　佐都村
昭和29年7月15日　 市制施行（名称変更）常陸太田市
昭和30年3月1日　　 編入　世矢村,河内村の一部
平成16年12月1日　 編入　金砂郷町　水府村　里美村

大久保　太一
就任回数 2 期目71 歳）

副市長 梅原　勤

②議会（平成２３年５月１日現在） ②地勢・風土等

議　　　　長 茅根　猛 副議長 山口　恒男 　県の北部に位置し，東は高萩市・日立市に接し，西は大子
町・常陸大宮市，南は那珂市，北は福島県矢祭町にそれぞ
れ接している。南部は久慈川の支流である里川，山田川，浅
川が流れ，この河川沿いに開けた平野が水田地帯となって
いる。北部は標高７５０ｍを越える阿武隈山系の一部となり，
たおやかで豊かな稜線を望める。
　平成16年12月1日新たな「常陸太田市」として誕生し，「快
適空間　～自然・歴史を活かし 人・地域がかがやく協働のま
ち～」の実現を目指している。

22 人任　　　　期 平成26年8月5日 条例定数 22 人 現議員数

党　派　別 自民5人，公明2人，民主1人，共産1人，無所属13人

③職員数（平成２２年４月１日現在） （人）

全職員数 普通会計関係
公営事業
会計関係うち一般行政関係

670 602 386 68 ③人口・世帯数

一般行政職の
平均給料月額 3,370 百円

ラスパイ
レス指数

96.6
地域手当
補正後

ラス指数
96.6 区分

国勢調査 常住人口

平成12年 平成17年 平成22年(速報値） （平成23年4月１日）

全職員数
の  推  移

平成１９年４月１日 平成２０年４月１日 平成２１年４月１日

人
口

男 30,101 28,992 － －

19,834

730 706 690
女 31,768 30,810 － －

④機構図（平成２３年４月１日現在）
合計 61,869 59,802 56,255 55,873＜市  長＞－＜副市長＞－

 　     　　　　　－秘書課
 　総　 務　 部－総務課，財政課，契約管財課，税務課，金砂郷企画総務課，
　　　　　　　　　　 水府企画総務課，里美企画総務課
 　政策企画部－政策推進室，複合型交流拠点施設準備室，企画課，
　　　　　　　　　　情報政策課
　 市民生活部－市民課，市民協働推進課，環境政策課，清掃
　　　　　　　　　　 センター，金砂郷市民生活課，水府市民生活課，里美市民
　　　　　　　　　　 生活課
 　保健福祉部－保険年金課，健康づくり推進課
　 　　　　|
   福祉事務所－社会福祉課，高齢福祉課，子ども福祉課
　 産   業   部－農政課，商工観光課，金砂郷産業建設課，水府産業
                     建設課，里美産業建設課
　 建　 設　 部－用地管理課，建設課，都市計画課
 
 
　　　　　　　 　 －出納室

＜水道事業管理者＞－
　 上下水道部－水道総務課，水道施設課，簡易水道課，下水道課

＜消 防 長＞ －総務課，消防課，南消防署，北消防署－里美出張所

＜教 育 長＞
  教育委員会－教育総務課，指導室，生涯学習課，文化課
                    スポーツ振興課，生涯学習センター，図書館，市民交流
　　　　　　　　　　センタ－，学校給食センタ－，小学校，中学校，幼稚園

　
＜議 会＞
　 議会事務局

＜行政委員会＞
   農業委員会事務局，監査委員事務局，選挙管理委員会事務局
   公平委員会事務局，固定資産評価審査委員会事務局

世帯数 19,374 19,809 19,797

④有権者数（平成23年3月2日現在） ⑤老齢人口割合 （Ｈ23.3.31住基人口）

有権者数
男 女 計 老齢人口割合

23,958 25,262 49,220 28.7 ％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成２０年度）

市町村内総生産 1,154 億円 就業者１人当り 5,715 千円

住民所得 1,344 億円 人口１人当り 2,328 千円

②産業構造 (百万円・人）

区分 総生産額（平成２０年度） 就業人口（平成１７年国調）

第１次 2,263 2.0 ％ 4,594 15.5 ％

第２次 28,990 25.1 ％ 8,439 28.5 ％

第３次 86,438 74.9 ％ 16,548 55.8 ％

総額・総数 115,435 － 29,654 －

③農業・工業・商業 （人・百万円）

農業
（平成22年2月1日）

農家数 農業就業人口
うち専業農家数

5,471 1,015 4,854

製造業
（平成21年12月31日）

事業所数 従業者数
製造品出荷額等

（H21.1.1～12.31）

135 2,088 41,350

卸・小売業
（平成19年6月1日）

商店数 従業者数
年間販売額 

（H18.4.1～19.3.31）

590 2,991 51,003

そば，ぶどう，梨，しいたけ，納豆，こんにゃく，ちまき，里美
ジェラ－ト，雪村うちわ

④特産物



＜財政状況＞

①決算収支 （千円・％） ④市町村税の状況（平成２１年度） （千円・％）

区分 平成２０年度決算 平成２１年度決算 増減率
区分 調定額 収入額 徴収率

歳　　入 23,804,232 24,915,573 4.7

歳　　出 23,204,405 23,881,838 2.9
市町村民税・個人

（構成比）

2,733,004 2,609,215

（ 42.8 ） (
95.5

形式収支 599,827 1,033,735 - 46.5 ）

実質収支 470,166 705,785 -
市町村民税・法人

（構成比）

171,725 165,105

（ 2.7 ）

421,139

96.1
単年度収支 △ 235,655 235,619

実質単年度収支 -
固定資産税
（構成比）

( 2.9 ）-

2,277,607
79.4

44.9 ） ( 40.6（

2,867,346491,518

）

②主な歳入・歳出（平成２１年度） （百万円・％） 市町村税合計
（国保除く） 6,381,971 5,610,394 87.9

区　　分 決算額 構成比 増減額 増減率

歳　　　入

地方税

24,916 － 1,111 4.7 ＜公共施設整備状況＞（平成２１年度）

5,610 22.5 △ 157 △ 2.7 小学校 17 校 プ－ル 5 か所

地方交付税 9,489 38.1 217 2.3 中学校 8 校 児童館 0 か所

国庫支出金 3,348 13.4 1,748 109.2 幼稚園 10 園 老人福祉施設 5 か所

地方債 1,797 7.2 △ 470 △ 20.7 保育所 8 か所 病院・診療所 24 か所

うち臨財債 500 2.0 － － 図書館 1 か所 道路改良率 21.89 ％

その他 4,672 18.8 － － 公営住宅 626 戸 道路舗装率 39.01 ％

うち繰入金 101 0.4 － － 公民館等 20 か所 上水道等普及率 98.78 ％

歳　　　出 23,882 － 677 2.9 体育館 2 か所 排水等処理率 68.67 ％

義務的経費 11,148 46.7

公債費 3,472

△ 260 △ 2.3

22.9
＜主要施策等＞

人件費 5,480 △ 90 △ 1.6
①主要施策実施状況

121 5.9
（百万円）

扶助費 2,196 9.2
名　　称 期間 内　　　容

概　 算
事業費14.5 △ 292 △ 7.8

投資的経費 3,122 13.1 － －

普通建設事業費 3,095 13.0 130 4.4

うち補助 861 3.6 △ 489 △ 36.2

地域公共交通対
策事業

H19
～

H23

市民バス運行，予約型乗合タクシー運
行，路線バス維持費補助，路線バス
利用高校生通学定期費助成

84

少子化・人口減
少抑制対策事業

H23

結婚相談センター運営，新婚家庭家
賃助成，中学３年生までの医療費助
成，保育園・幼稚園保育料の第３子以
降無料化等

138

うち単独 2,102 8.8 651 44.8

その他の経費 9,612 40.2 － －

うち繰出金 2,792 11.7 － －
複合型交流拠点
施設整備事業

H21
～

H25

地場産品直売所，レストラン，フード
コード，体験・加工場，情報受発信機
能等を有する地域振興施設の整備
（H23年度：実施設計・用地購入等）

（仮称）金砂ふる
さと体験交流施
設整備事業

H22
～

H23

宿泊機能を有する体験・滞在型交流
施設の整備
（H23年度：旧金砂小校舎改修工事
等）

396

③主要指標（平成２１年度）

113＜健全化判断基準＞

実質赤字比率 － ％ ( 12.70 )

連結実質赤字比率 － ％ ( 17.70 )
地産地消の推進
事業

H23
朝市開催支援，学校給食による食育と
地産地消，地場産物のブランド化推
進，新商品開発支援

24実質公債費比率 12.6 ％ (25.0) [12.0]

将来負担比率 64.4 ％ (350.0) [86.6]
②今後の主要課題・特色ある行政等

＜普通会計に関する主な指標＞
＜主要課題＞
　・人口減少と少子高齢化社会への対応
　・市民協働のまちづくりの推進
　・地域資源の育成と有効活用による交流人口拡大
　・行財政改革の推進
＜特色ある行政＞
　・少子化・人口減少対策事業の推進
　・エコミュージアム(地域まるごと博物館)活動の推進
　・市民提案型まちづくり事業による地域協働の推進
　・地域おこし協力隊事業による地域活性化の促進
　・地産地消の推進
　・医療福祉費制度の拡充
　・障害者福祉サービスの充実
　・宅配・買物代行サービスの充実
　・幼稚園３歳児保育，預かり保育の充実

財政力指数（平成２０年度～平成２２年度） 0.432 [0.750]

経常収支比率 92.8 ％ [90.0]

標準財政規模（平成２２年度） 16,816 百万円 [15,042]

地方債現在高（A) 25,453 百万円 [21,892]

債務負担行為支出予定額（B) 1,459 百万円 [2,972]

積立金現在高（C) 9,507

※1　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

百万円 [4,557]

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C) 17,405 百万円 [20,307]


